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    第３章第３章第３章第３章    建築物の耐震建築物の耐震建築物の耐震建築物の耐震診断診断診断診断

＊＊＊＊
及び耐震改修及び耐震改修及び耐震改修及び耐震改修

＊＊＊＊
の実施に関する目標の実施に関する目標の実施に関する目標の実施に関する目標        

 １．基本方針１．基本方針１．基本方針１．基本方針 ➣ 国は、住宅・多数の者が利用する建築物の耐震化について、平成 32 年で 95％にすることを目標として掲げています。また、耐震化に関する基本的な考え方として、所有者等が自らの問題・地域の問題として意識をもって取り組むことが必要であり、国及び地方公共団体は、これをできる限り支援する観点から環境整備を中心に施策を強力に推進すべきとしています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ➣ 本県は、国の目標や奈良県国土強靱化地域計画、奈良県住生活基本計画を踏まえ、住宅（戸建て住宅、共同住宅等）、多数の者が利用する民間建築物、県有建築物のそれぞれについて耐震化の現状を踏まえて目標を設定し、目標達成のための施策を展開します。                     
 

 

図 3-1 国の目標設定の考え方 

図 3-2 奈良県の考え方 

・耐震改修促進法 ・国の基本方針（国土交通省告示第 184 号） 
奈良県  国土強靱化地域計画  奈良県地域防災計画＊ 

奈良県住生活基本計画  

耐震化率   住宅・多数の者が利用する民間建築物        平成３２年度までに ９５％  県有建築物      平成３２年度までに ９５％以上  耐震改修  建て替え 維持管理  【計画への対応】 
・いきいきした地域社会を次世代に伝える ・安全で快適なまちづくりを進める ・質の高い住空間で安心・快適に住まう ・誰もが安心して住まう ・ニーズに合った住まい・暮らし方を選ぶ 

奈良県耐震改修促進計画奈良県耐震改修促進計画奈良県耐震改修促進計画奈良県耐震改修促進計画       ○安全・安心の確保  災害による死者をなくす・人命を守ることを最大の目標に、できる限り被害を減少させます。 
主な政策集  
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２．耐震化の目標２．耐震化の目標２．耐震化の目標２．耐震化の目標 （１）住宅（１）住宅（１）住宅（１）住宅    【住宅の目標耐震化率】【住宅の目標耐震化率】【住宅の目標耐震化率】【住宅の目標耐震化率】    平成平成平成平成 32323232 年度までに年度までに年度までに年度までに 95959595％を目指します。％を目指します。％を目指します。％を目指します。        ➣ 平成 27 年度の耐震化率は約 79％で、耐震性が不十分と考えられるのは 113,200 戸と推計されます。 ➣ この目標を達成するため様々な施策促進により、今後５年間で約 67,300 戸の耐震改修＊、建替え等の耐震化を行う必要があります。   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 ➣ 平成 14 年 3 月末の都道府県によるアンケート調査によると、昭和 55 年以前の戸建て住宅のうち耐震性が不十分なものの割合が 88％と共同住宅よりも高いことから、戸建て住宅の耐震化を促進することが重要です。 ➣ 昭和 55 年以前に建築された戸建て住宅は築 35 年以上が経ち、今後、建替えが進むと考えられることから耐震改修に加えて建替えによる耐震化施策を推進することにより、住宅の耐震化目標の達成に努めます。 
    

    

    

図 3-3 住宅の耐震化目標 
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データの出典：住宅・土地統計調査より推計  

S56 以降耐震性あり 
施策促進 S56 以前耐震性あり 
耐震性不十分   年度 年度目標 
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（２）（２）（２）（２）多数の者が利用する民多数の者が利用する民多数の者が利用する民多数の者が利用する民間間間間建築物建築物建築物建築物    【【【【多数の者が利用する民間建築物多数の者が利用する民間建築物多数の者が利用する民間建築物多数の者が利用する民間建築物の目標耐震化率】の目標耐震化率】の目標耐震化率】の目標耐震化率】    平成平成平成平成 32323232 年度までに年度までに年度までに年度までに 95959595％を目指します。％を目指します。％を目指します。％を目指します。        ➣ 地震による死者数及び経済被害額を減少させるためには、民間建築物のうち、大きな被害をもたらすおそれのある多数の者が利用する建築物の耐震化に取り組む必要があります。 ➣ 民間の病院・学校等の公共的な建築物は、防災対策上重要な拠点でもあることから、県等の所管行政庁＊は耐震化の促進に向け、それらの所有者に対し、積極的に指導、助言します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）公共建築物（３）公共建築物（３）公共建築物（３）公共建築物    ａ）ａ）ａ）ａ）県有建築物県有建築物県有建築物県有建築物    【県有建築物の目標耐震化率】【県有建築物の目標耐震化率】【県有建築物の目標耐震化率】【県有建築物の目標耐震化率】    平成平成平成平成 32323232 年度までに年度までに年度までに年度までに 95959595％以上を目指します。％以上を目指します。％以上を目指します。％以上を目指します。        ➣ 県有建築物の耐震化は、目標耐震化率の達成のため県有建築物の耐震改修プログラムにもとづき、計画的に取り組んでいます。 ➣ 県有建築物の耐震改修プログラムは、各所管部局、所管課により、施設の将来計画（施設のあり方、事業継続計画＊）や耐震診断＊・耐震改修＊の優先性を勘案し、それぞれが受け持つ役割に応じた耐震性の確保を計画的に図るため策定しています。 

 

図 3-4 多数の者が利用する民間建築物の耐震化目標 

耐震化率 約 87％ 目標 耐震化率 95％ 昭和５６年５月以前 データの出典：建築課調べ  

昭和 56 年 6 月以降 耐震性あり 
昭和 56 年 5 月以前のうち耐震性あり 施策促進 昭和 56 年 5 月以前のうち耐震性なし   年度 年度目標 
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    ｂ）市町村が所有する建築物ｂ）市町村が所有する建築物ｂ）市町村が所有する建築物ｂ）市町村が所有する建築物     ➣ 市町村が所有する建築物の耐震化目標については、市町村が定める耐震改修促進計画の中で明らかにすることとします。 

 ３．目標達成状況の検証３．目標達成状況の検証３．目標達成状況の検証３．目標達成状況の検証     ➣ 耐震改修促進計画終了時に検証します。 ➣ 目標達成状況の検証については以下の方法が考えられます。 

 ●住宅の検証     ：平成 30 年住宅・土地統計調査＊の結果に基づき検証 

 ●県有建築物の検証  ：県有建築物の耐震改修プログラムに基づき所管部局において検証 

 ●多数の者が利用する民間建築物の検証： 多数の者が利用する民間建築物台帳に基づき所有者に診断・改修状況の照会、定期報告、市町村の保有する情報等による検証 

 

 ➣ 市町村が所有する建築物の検証については市町村耐震改修促進計画等に基づき検証することとします。 
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図 3-5 県有建築物の耐震化目標 

耐震化率 87％ 目標 耐震化率 95％ 耐震化を促進 
データの出典：営繕課調べ  

施策促進 
耐震対策済み （耐震性あり） 

耐震未対策 （耐震性なし・未診断） 


